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K 運営事業者（社会福祉法人）関係                                                                                    

８４．開設の理由及び運営方針 

 

〔記入上の注意〕

　下記の要点を踏まえてＡ４用紙１枚にまとめること。

１　施設周辺地域の現状と将来展望（高齢者人口、要介護高齢者人口の動向、区市町村の福祉サービスなど）

２　周辺地域における他施設・事業所等の状況（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、地域包括支援センターなど）

開　設　の　理　由　及　び　運　営　方　針

１ 法人の経営・運営に関する理念及び沿革

２ 開設する目的・理由・経緯など

３ 他道府県の法人については、東京都で整備をする理由及び地元道府県の整備状況

４ 開設後の運営及びサービス提供の考え方と具体的な内容

５ 地域における施設の役割についての基本的考え方

６ 家族との連携についての基本的考え方
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８５．理事会の活動経過及び議事録（写）〔整備事業計画関係〕 

 開設理由、施設の概要、関係区市町村との調整状況など、各理事の質疑など発言内容や、

決定の経過がわかる詳細なものを作成し、写しを提出すること。 

 

８６．理事会の議事録（写）〔自己資金及び寄付金関係〕  

自己資金確認書類、寄附者（寄附団体）に関する確認書類は、理事会で内容の審査・決

定を受けること。 

各理事の発言内容が分かる詳細な議事録を作成し、写しを提出すること。 

 

※書類８５及び８６の内容について、同一の理事会で決議した場合、議事録は一部のみ提

出すること。 

なお、定款で評議員会承認事項と定めている場合、評議員会の議事録も提出すること。 

 

８７．初期総投資額一覧表 

 

 
オーナー名： 運営事業者名： 施設名：

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

福祉医療機構借入金

協調融資

借入金計

償還補助額

借入金内訳（再
掲）

資金総額（＝事業費合計額）

合　　　　　　　　　計

○○補助金

○○補助金

補助金計

法人自己資金

補助金内訳（再
掲）

自己資金内訳（再
掲） 寄附金計

自己資金計

法人自己資金

寄附金（（医社）○○会）

小　　　計

法人自己資金

寄附金（（医社）○○会）

小　　　計

協調融資

法人自己資金

寄附金（（医社）○○会）

計

小　　　計

合計

合　　　　　　　　　計

○○○補助金

福祉医療機構借入金

0

整備費

小　　　計

○○補助金

福祉医療機構借入金

初期総投資額一覧表

協調融資

法人自己資金

自己資金

運転資金
自己資金

運転資金

法人事務費

法人事務費

自己資金 寄附金（（医社）○○会）

寄附金（（医社）○○会）

計

再
掲

自己資金

整備費

用地費

１
　
事
業
費

用地費

備品

○○費

計

２
　
資
金
調
達
内
訳
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８８．事務費内訳（運営事業者） 
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８９．資金収支見込計算書 【積算根拠(１)収入】 

 

資金収支見込計算書・積算根拠（収入）　作成上の留意点

（注１）

（注２）

（注３）
開設年度については、月毎の収入見込みも作成すること。

（注４）

（注５）

（注６）

（注７）

（注８）

（注９）

（注１０）
（東京都通知（平成23年3月11日付22福保高施第2016号・22福保高介第1546号

（注１１）

この金額を「事業費・資金調達内訳等一覧表」の「運転資金」欄に転記すること。

運転資金 ＝ × ３か月 ÷ 12か月
＝ 千円 × ３か月 ÷ 12か月

＝ 千円

「入居者等から支払を受けることができる利用料等について（通知）」）を参照のこと。）

　　　１人あたり負担額

（例）

410,362

102,591

介護報酬は開設の翌々月から入ることから、基準年度（原則開設２年度目）の「特養・ショー
ト　収入合計」欄の12分の３を当該計画に必要な運転資金と見積もり、確保しておくこと。

（特養・ショート　収入合計）

※この欄には、１人あたり負担額（定員で割った平均額）を記入する。
（(注８)居住費と同様の考え方で積算）

（「協議書の提出について」（４）⑤ 参照）

日常生活費について、別紙で算定根拠を説明すること。

（３）その他の事業（デイ・ショート等）

（２）認知症高齢者グループホーム

食費について、別紙で算定根拠を説明すること（基準額で設定する場合でも算定根拠必要）。

「厚生労働大臣が定める一単位あたりの単価」における地域区分別に基づく単位単価を記入すること。

・提出時、セルのコメントを非表示にして提出すること。

・色付きのセルに必要事項を入力すること。

所得の低い方の負担上限額（第４段階以外は補足給付含めて2,066円まで）を考慮すること。

介護職員処遇改善加算は必ず含めること。

介護職員処遇改善加算は必ず取得し、原則として加算Ⅰを取得できる体制を整備すること。
加算分は人件費に含めること。

所得の低い方の負担上限額（第４段階以外は補足給付含めて1,445円まで）を考慮すること。

　　　当該区市町村の平均利用実績に基づき計算すること。

合計が定員数になるよう割り振ること。当該区市町村の状況等を踏まえて割り振ること。

加算を予定している場合、加算名と単価を記入すること。

居住費について、別紙で算定根拠を説明すること（基準額で設定する場合でも算定根拠必要）。

　　＝　 2,066円（基準費用額）×80人（定員）×90％（第４段階以外）

　　　 ＋2,300円（居住費）　　×80人（定員）×10％（第４段階）　　÷80人（定員）

　（例）定員80人、居住費（現に要した費用の額）2,300円、利用者負担第４段階の割合10％

　　≒　2,089円

※この欄には、１人あたり負担額（定員で割った平均額）を記入する。

原則として２列目を開設年度とし、開設から４年度目まで記入すること。

　　　　　　　　　４か月目90％以下、５か月目95％以下

実施する全ての介護保険事業について、事業別に作成すること。
なお、介護保険事業以外の事業を併設する場合、同様の考え方で収入を見込むこと。

　　　２年目以降：95％以下

　　　初年度：85％以下　、　２年目以降：95％以下

稼働率は、以下のとおり見込むこと。
（１）特養・介護専用型ケアハウス
　　　初年度　　：１か月目30％以下、２か月目60％以下、３か月目80％以下、

【国ガイドライン（居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針）】

居住費について、ユニット型の場合、室料＋光熱水費相当とし、次の事項も勘案する。

①施設における建設費用（修繕・維持費用等を含み、また公的助成の有無についても勘案）
②近隣の類似施設の家賃 ③光熱水費の平均的な水準

１人あたり負担
額の算出根拠も
提出すること。
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８９．資金収支見込計算書 【積算根拠(１)収入 開設１年目分】 

 

＜特養・ショート＞

資金収支見込計算書・積算根拠（収入）　開設１年目分

介護福祉施設サービス費 単位単価： 10.90円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 初年度計

80 名 30% 60% 80% 90% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 95% 85%

要介護１ （ 0 人） 670 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 740 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護３ （ 30 人） 815 点/日 0 239 2,654 5,100 6,500 7,476 7,823 7,620 7,823 7,848 7,823 7,772 68,678

要介護４ （ 30 人） 886 点/日 0 260 2,885 5,545 7,066 8,128 8,504 8,284 8,504 8,532 8,504 8,449 74,661

要介護５ （ 20 人） 955 点/日 0 187 2,073 3,984 5,077 5,840 6,111 5,953 6,111 6,131 6,111 5,537 53,115

12 点/日 0 9 104 200 255 293 307 299 307 308 307 305 2,694

20 点/日 0 15 173 333 425 489 511 498 511 513 511 508 4,487

0 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

14.0% 0 0 9 199 1,206 2,180 2,745 3,126 3,247 3,179 3,256 3,265 22,412

0 710 7,898 15,361 20,529 24,406 26,001 25,780 26,503 26,511 26,512 25,836 226,047

2,089 円/日 0 1,504 3,108 4,010 4,662 4,921 4,762 4,921 4,762 4,921 4,921 4,445 46,937

1,445 円/日 0 1,040 2,150 2,774 3,225 3,404 3,294 3,404 3,294 3,404 3,404 3,074 32,467

100 円/日 0 72 148 192 223 235 228 235 228 235 235 212 2,243

0 円/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 2,616 5,406 6,976 8,110 8,560 8,284 8,560 8,284 8,560 8,560 7,731 81,647

0 3,326 13,304 22,337 28,639 32,966 34,285 34,340 34,787 35,071 35,072 33,567 307,694

短期入所生活介護費 単位単価： 11.10円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 初年度計

10 名 30% 40% 50% 60% 70% 80% 80% 80% 80% 85% 85% 85% 69%

要介護１ （ 0 人） 704 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 772 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要介護３ （ 4 人） 847 点/日 0 33 351 476 577 711 824 905 929 932 935 981 7,654

要介護４ （ 3 人） 918 点/日 0 27 285 387 469 578 670 736 755 758 760 797 6,222

要介護５ （ 3 人） 987 点/日 0 29 306 416 504 621 720 791 812 815 817 857 6,688

24 点/日 0 2 24 33 40 50 58 64 65 66 66 69 537

0 点/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

14.0% 0 0 1 24 140 187 227 278 321 350 358 360 2,246

0 91 967 1,336 1,730 2,147 2,499 2,774 2,882 2,921 2,936 3,064 23,347

2,089 円 0 188 259 313 388 453 501 518 501 518 550 497 4,686

1,445 円 0 130 179 216 268 313 346 358 346 358 380 343 3,237

100 円 0 9 12 15 18 21 24 24 24 24 26 23 220

円 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 327 450 544 674 787 871 900 871 900 956 863 8,143

0 418 1,417 1,880 2,404 2,934 3,370 3,674 3,753 3,821 3,892 3,927 31,490

0 801 8,865 16,697 22,259 26,553 28,500 28,554 29,385 29,432 29,448 28,900 249,394

0 2,943 5,856 7,520 8,784 9,347 9,155 9,460 9,155 9,460 9,516 8,594 89,790

特養・ｼｮｰﾄ　収入　合計 0 3,744 14,721 24,217 31,043 35,900 37,655 38,014 38,540 38,892 38,964 37,494 339,184

運営事業者名：

介護報酬　　特養・ｼｮｰﾄ　計

利用者負担　特養・ｼｮｰﾄ　計

食費

日常生活費

0

利用者負担　計

収入　合計

滞在費

介護報酬単価等

（福）○○会

加
　
算

療養食加算

    etc…

介護職員処遇改善加算

介護報酬　計　

0

利用者負担　計

収入　合計

定員 稼働率

0

介護職員処遇改善加算

介護報酬　計　

居住費

食費

日常生活費

介護報酬単価等

定員 稼働率

加
　
算

個別機能訓練加算（Ⅰ）

個別機能訓練加算（Ⅱ）

    etc…

0

注８

注９

注10

注７

注６

注５

注４

注１
注２

○介護報酬は翌々月末振込みになることを反映する。
○利用者負担は施設で予定する振込み時期に基づいて
計算する。【計算例は4月開設・翌月振込み】

人数×前月の日数×稼働率×介護報酬単価×単
位単価×利用者負担割合＋
人数×前々月の日数×稼働率×介護報酬単価×
単位単価×保険者負担割合

（例）要介護5・初年度6月
20人×31日×60％×955点×10.90円×0.1＋
20人×30日×30％×955点×10.90円×0.9
（千円未満切捨）

注２
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８５．資金収支見込計算書 【積算根拠(１)収入 令和１４ 年度まで】 

＜特養・ショート＞ 運営事業者名：

資金収支見込計算書・積算根拠（収入）　令和14年度まで

（基準年度（原則開設２年度目）の特養・ショート収入合計の３/12）

運転資金 464,774千円 ×３/１２＝ 116,194千円

介護福祉施設サービス費 単位単価： 10.90円 （単位：千円）

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度

80 名 85% 95% 95% 95% 95%

要介護１ （ 0 人） 670 点/日 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 740 点/日 0 0 0 0 0

要介護３ （ 30 人） 815 点/日 82,683 68,678 92,410 92,410 92,410

要介護４ （ 30 人） 886 点/日 89,886 74,661 100,461 100,461 100,461

要介護５ （ 20 人） 955 点/日 64,590 53,115 72,189 72,189 72,189

12 点/日 3,246 2,694 3,628 3,628 3,628

20 点/日 5,410 4,487 6,047 6,047 6,047

0 点/日 0 0 0 0 0

0 点/日 0 0 0 0 0

0 点/日 0 0 0 0 0

14.0% 0 22,412 38,462 38,462 38,462

245,815 226,047 313,197 313,197 313,197

2,089 円/日 0 46,937 57,948 57,948 57,948

1,445 円/日 0 32,467 40,084 40,084 40,084

100 円/日 0 2,243 2,774 2,774 2,774

0 円/日 0 0 0 0 0

0 81,647 100,806 100,806 100,806

245,815 307,694 414,003 414,003 414,003

短期入所生活介護費 単位単価： 11.10円 （単位：千円）

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度

10 名 69% 90% 90% 90% 90%

要介護１ （ 0 人） 704 点/日 0 0 0 0 0

要介護２ （ 0 人） 772 点/日 0 0 0 0 0

要介護３ （ 4 人） 847 点/日 9,436 7,654 12,353 12,353 12,353

要介護４ （ 3 人） 918 点/日 7,671 6,222 10,042 10,042 10,042

要介護５ （ 3 人） 987 点/日 8,247 6,688 10,796 10,796 10,796

24 点/日 668 537 875 875 875

0 点/日 0 0 0 0 0

14.0% 3,643 2,246 4,769 4,769 4,769

29,665 23,347 38,835 38,835 38,835

2,089 円 5,242 4,686 6,862 6,862 6,862

1,445 円 3,626 3,237 4,746 4,746 4,746

100 円 250 220 328 328 328

円 0 0 0 0 0

9,118 8,143 11,936 11,936 11,936

38,783 31,490 50,771 50,771 50,771

275,480 249,394 352,032 352,032 352,032

9,118 89,790 112,742 112,742 112,742

特養・ｼｮｰﾄ　収入　合計 284,598 339,184 464,774 464,774 464,774

（福）○○会

（千円未満切上）

介護報酬単価等

定員 稼働率

加
　
算

個別機能訓練加算（Ⅰ）

個別機能訓練加算（Ⅱ）

    etc…

0

0

介護職員処遇改善加算

介護報酬　計　

居住費

食費

日常生活費

0

利用者負担　計

収入　合計

介護報酬単価等

定員 稼働率

加
　
算

療養食加算

    etc…

介護職員処遇改善加算

収入　合計

介護報酬　　特養・ｼｮｰﾄ　計

利用者負担　特養・ｼｮｰﾄ　計

介護報酬　計　

滞在費

食費

日常生活費

0

利用者負担　計

注１ 注11

注２
注４

注５

注６

注７

注８

注９

注10

人数×365日×稼働率×介護報酬単
価×単位単価

（例）要介護5・令和12年度
20人×365日×95％×955点×10.90
円＝72,189千円（千円未満切捨）

定員×365日×稼働率×加算単価×単位単価

（例）個別機能訓練加算（Ⅰ）・令和12年度
80人×365日×95％×12点×10.90円＝3,628千円（千円未満切
捨）

初年度については
月別の計算書から
転記すること。

注３
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８９．資金収支見込計算書 【積算根拠(１)収入 併設事業】 

 

資金収支見込計算書・積算根拠（収入）

単位単価： （単位：千円）

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度

名

○○○○介護費 /1 日

要支援１ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要支援２ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護１ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護２ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護３ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護４ （ 人） 点 0 0 0 0 0

要介護５ （ 人） 点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

点 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0収入　合計

介護報酬　計　

利用者負担　計

加
　
算

介護報酬単価等

定員 稼働率

運営事業者名：
注１ 注２

注３
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９０．資金収支見込計算書 【積算根拠(２)人件費】 

 

資金収支見込計算書・積算根拠（人件費）

運営事業者名：

（単位：千円）

常　勤(名)A

非常勤(名)A 常勤換算(名)

   計 （名)A B C D E=(B+C)*12+D F=E×A

1 1 300 50 700 4,900 4,900

1 4,900

X XX XXX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

2 1 150 20 500 2,540 5,080

2 5,080

X X XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

X X X,XXX

0 X,XXX

40 40 200 100 700 4,300 172,000

15 12 150 50 100 2,500 37,500

55 52 209,500

X X XX XXX X,XXX 5,100 X,XXX

X X XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

0 X,XXX

X X XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

X X XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

0 X,XXX

X X XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

0 X,XXX

X X XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

X,XXX X,XXX

0 X,XXX

X XXX XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

X XXX XX XXX X,XXX X,XXX X,XXX

0 XX,XXX

X,XXX X,XXX

X,XXX X,XXX

0 X,XXX

0

219,480

年間給与総額 法定福利費 人件費総額

F G H=F+G

176,900 176,900

42,580 42,580

219,480 0 219,480

※調理業務を委託する場合には、調理員等の欄は記入せず、委託費は事業費に計上すること。

※同一建物内にユニット型と従来型の両方の施設がある場合は、介護職員及び介護職員と同様にケアを行う看護職員、生活相談員は両方の施設に
兼務することができないので、留意すること。

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000560215.pdf

　　施設・事業種別： 特養・ショート (福)○○会

職　種

一人あたり
月額基本給

一人あたり
月額諸手当

一人あたり
年間賞与

一人あたり
年間給与

職種別
年間給与額 備考

施設長

事務員

生活相談
員

介護職員

看護職員

栄養士

機能訓練
指導員

介護支援
専門員

調理員等

医師

合計

※看護・介護職員１人当たり利用者数：平均１.７人（平成29年）（厚生労働省　社会保障審議会介護保険部会資料より）を踏まえて、適切な人
員体制を確保すること。

常勤職員

非常勤職員

合計

その他給与に関する特記事項等

原則、開設２年度目を想定して作成すること
（満床に近い状態での運営を想定）

「92 資金収支見込計算書(総括表)」の「人件費支出」
欄と一致させること。
※基準年度（原則開設2年度目）に入力。

事業種別ごと(ユニット型と従来型は別々)に作成
すること。

「15 資金収支見込
計算書(総括表)」の
「職員年額給与」と
一致させること。

「92 資金収支見込計
算書(総括表)」の「職
員一人あたりの年額
給与」に転記すること。
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９０．資金収支見込計算書 【積算根拠(２)人件費 添付資料：ローテーション表】 
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９２．資金収支見込計算書(総括表)  

 

資金収支見込計算書・積算根拠（総括表）　作成上の留意点

（注１）実施する全ての事業について、事業別に作成すること（特養・ショートは合算）。

複数事業を併設する場合、「全事業計」も作成すること。

（注２）原則として２列目を開設年度とし、開設から20年度目まで記入すること。

（注３）原則として開設２年度目を基準年度（満床に近い状態での想定）とする。

積算根拠資料は、基準年度を想定して作成すること。

（注４）開設４年度目までの「介護報酬 計」「利用者負担 計」欄は、「89資金収支見込計算書・

積算根拠（収入）」と一致させること。

（注５）その他の収入を見込む場合、科目名を追加すること。

見込んだ金額について、別紙（様式自由）により積算根拠を作成すること。

（注６）基準年度の「人件費支出」欄は、「90 資金収支見込計算書・積算根拠(２)人件費」

と一致させること。

（注７）基準年度の「事務費支出」「事業費支出」の積算根拠を「91　資金収支見込計算書・積算

根拠（３）事務費及び事業費」（様式自由）により作成すること。

基準年度以外の年度で、著しい増減が発生していれば、別紙により説明すること。

（注８）「利子補給(4)」「借入金利息支出(5)」「借入金元金償還金支出(6)」欄は、「94 借入金

償還計画等一覧表」と一致させること。

区市町村からの償還補助がある場合は、「償還金補助　(6)'」に記入すること。

（注９）「職員一人あたりの年額給与」の欄は、常勤介護職員及び常勤看護職員について、「90　資金

収支計算書・積算根拠(２)人件費」に転記すること。

（注10）「食事の提供方法」の欄に、直営又は委託を記載すること。
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９２．資金収支見込計算書(総括表) 
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９３．令和４年度～令和６年度の決算書 

 既存施設の運営資金として、年間事業費の１２分の１以上を確保していること。 

 それとは別に安定的に賃借料を支払い得る財源として 1,000 万円以上に相当する資産

（現金、預金又は確実な有価証券に限る。）が確保されていること。 
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９４．借入金償還計画等一覧表 

 当該補助対象案件とは別案件の借入れについても「既借入分」として作成すること。 

 

 

 

運
営
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会
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画
　
等
　
一
　
覧
　
表

区
分
：

借
入
先
：

整
備
区
分
　
：

施
設
種
別
：　
　
特
養
・シ

ョ
ー
ト

利
率
　
：　

２
．
０
％

・
施

設
種

別
ご
と
に

作
成

す
る
こ
と
。

・
複

数
の

施
設

種
別

が
あ

る
場

合
、
「
全

事
業

計
」
も
作

成
す

る
こ
と
。

・
防

災
拠

点
型

地
域

交
流

ス
ペ

ー
ス

に
つ

い
て

は
特

養
・
シ
ョ
ー

ト
に

含
め

る
こ
と
。

特
養
・
シ
ョ
ー
ト
、
デ
イ
で
融
資
を
受
け
る

（
機
構
・
協
調
融
資
、
施
設
整
備
・
土
地
購

入
と
も
に
融
資
あ
り
）
場
合
、
以
下
の
種
別

ご
と
に
作
成
す
る
こ
と
。

①
新

規
、
機

構
、
施

設
整

備
、
特

養
・ 

  
 

②
新

規
、
協

調
、
施

設
整

備
、
特

養
・ 

  
 

③
新

規
、
機

構
、
土

地
購

入
、
特

養
・ 

  
 

④
新

規
、
協

調
、
土

地
購

入
、
特

養
・ 

  
 

⑤
新

規
、
機

構
、
合

計
、
特

養
・ 

  
 

⑥
新

規
、
協

調
、
合

計
、
特

養
・ 

  
 

⑦
新

規
、
合

計
、
合

計
、
特

養
・ 

  
 

同
様

に
デ

イ
に

つ
い

て
、
①

～
⑦

を
作

成

同
様

に
全

事
業

計
に

つ
い

て
①

～
⑦

を
作

成
（こ

の
場

合
、
２
１
枚

作
成

す
る
）

※
該

当
が

な
い

ペ
ー

ジ
は

提
出

省
略

可

・「
新

規
借

入
分

」を
選

択
し
た

場
合

①
「借

入
先

」別
、
「整

備
区

分
」別

、
「施

設
種

別
」別

に
作

成
す

る
こ
と

②
最

後
に

「新
規

借
入

分
」の

合
計

を
作

成
す

る
こ
と

⑦
の

「元
金

」、
「利

息
」、

「利
子

補
給

」を
「
92

資
金

収
支

見
込

計
算

書
（総

括
表

）」
に

転
記

す
る
。

新
規

借
入

分
は

返
済

開
始

年
度

か
ら

作
成

す
る
こ
と
。

償
還

終
了

年
度

ま
で

円
単

位
で
金

額
を
入

力
す

る
こ

と
。
（千

円
単

位
に

切
り
替

わ
り

ま
す

）

福
祉

医
療

機
構

：
２
．
０
％

（変
更

不
可

※
）

※
利

率
上

乗
せ

に
よ
る
保

証
人

免
除

（オ
ン
コ
ス
ト
）
を
利

用
す

る
場

合
で
あ

っ
て
も
、
２
．
０
％

と
す

る
こ
と
。

協
調

融
資

（
金

融
機

関
か

ら
の

確
約

が
な
い

場
合

）：
５
年

目
ま
で

２
．
５
％

、
６
年

目
以

降
３
．
５
％

東
京

東
京

該
当

す
る

欄
に

○
印

を
つ

け
る

こ
と
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「新規借入分」と「既借入分」がある場合は、最後に総合計を作成すること。 

 

 

 

 

運
営
事
業
者
名
　
：（
福
）東

都
会

施
設
名
　
：施

設
Ａ

単
位
：千

円

新
規
借
入
分

福
祉
医
療
機
構

施
設
整
備

既
借
入
分

協
調
融
資

土
地
購
入

合
計

合
計

合
計

利
子
補
給

介
護
報
酬

居
住
費

合
計

1
令
和
7年

度
7
4
,6
9
0

7
,9
7
5

8
2
,6
6
5

7
,0
9
5

7
5
,5
7
0

0
8
2
,6
6
5

2
令
和
8年

度
6
8
,5
3
0

6
,4
4
7

7
4
,9
7
7

6
,2
6
0

6
8
,7
1
7

0
7
4
,9
7
7

3
令
和
9年

度
4
8
,7
7
0

5
,4
2
5

5
4
,1
9
5

5
,4
2
5

4
8
,7
7
0

0
5
4
,1
9
5

4
令
和
10
年
度

4
8
,7
7
0

4
,5
9
1

5
3
,3
6
1

4
,5
9
1

4
8
,7
7
0

0
5
3
,3
6
1

5
令
和
11
年
度

4
8
,7
7
0

3
,7
5
6

5
2
,5
2
6

3
,7
5
6

4
8
,7
7
0

0
5
2
,5
2
6

6
令
和
12
年
度

4
8
,7
7
0

2
,9
2
1

5
1
,6
9
1

2
,9
2
1

4
8
,7
7
0

0
5
1
,6
9
1

7
令
和
13
年
度

4
8
,7
7
0

2
,0
8
7

5
0
,8
5
7

2
,0
8
7

4
8
,7
7
0

0
5
0
,8
5
7

8
令
和
14
年
度

4
8
,7
7
0

1
,2
5
2

5
0
,0
2
2

1
,2
5
2

4
8
,7
7
0

0
5
0
,0
2
2

9
令
和
15
年
度

4
8
,7
7
0

4
1
7

4
9
,1
8
7

4
1
7

4
8
,7
7
0

0
4
9
,1
8
7

10
令
和
16
年
度

2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

11
令
和
17
年
度

2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

12
令
和
18
年
度

2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

13
令
和
19
年
度

2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

14
令
和
20
年
度

2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

15
令
和
21
年
度

2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

0
2
,4
0
0

4
9
9
,0
1
0

3
4
,8
7
1

5
3
3
,8
8
1

3
3
,8
0
4

5
0
0
,0
7
7

0
5
3
3
,8
8
1

合
　
計

返
済

回
数

返
済
年
度

元
　
金

利
　
息

合
　
計

償
　
還
　
財
　
源
　
内
　
訳

借
　
入
　
金
　
償
　
還
　
計
　
画
　
等
　
一
　
覧
　
表

区
分
：

借
入
先
：

整
備
区
分
　
：

施
設
種
別
：　
　
全
事
業
計

利
率
　
：　

２
．
０
％

・
既

借
入

分
は

施
設

毎
に

全
事

業
計

の
み

作
成

す
る
こ
と
。

・「
既

借
入

分
」を

選
択

し
た

場
合

、
①

24
事

業
費

・資
金

調
達

内
訳

等
一

覧
表

」の
「他

の
整

備
計

画
」で

記
載

し
た

同
時

並
行

整
備

案
件

に
つ

い
て
「借

入
先

」
別

に
作

成
す

る
こ
と
（機

構
・協

調
融

資
の

２
枚

）
②

「既
存

借
入

分
」（

同
時

整
備

案
件

①
を

含
む
）の

合
計

を
作

成
す

る
こ
と

③
「新

規
借

入
分

」が
あ

る
場

合
、

新
規

借
入

分
と
既

存
借

入
分

を
合

計
し

た
総

合
計

を
１
枚

作
成

す
る
こ
と
。

既
借
入
分
が
施
設
Ａ
か
ら
Ｃ
の
複
数
あ
る
場

合
、
借
入
先
ご
と
に
作
成
す
る
こ
と
。

①
既

存
、
機

構
、
合

計
、
全

事
業

計
（施

設
A
）

②
既

存
、
協

調
、
合

計
、
全

事
業

計
（施

設
A
）

③
既

存
、
機

構
、
合

計
、
全

事
業

計
（施

設
Ｂ
）

④
既

存
、
協

調
、
合

計
、
全

事
業

計
（施

設
Ｂ
）

⑤
既

存
、
機

構
、
合

計
、
全

事
業

計
（施

設
Ｃ
）

⑥
既

存
、
機

構
、
合

計
、
全

事
業

計
（
合

計
）

⑦
既

存
、
協

調
、
合

計
、
全

事
業

計
（
合

計
）

⑧
既

存
、
合

計
、
合

計
、
全

事
業

計
（
合

計
）

⑨
合

計
、
合

計
、
合

計
、
全

事
業

計
（
総

合
計

）
※

該
当

が
な
い

ペ
ー

ジ
は

提
出

省
略

可

既
借

入
分

は
補

助
内

示
前

の
検

討
委

員
会

実
施

年
度

か
ら
作

成
す

る
こ
と
。

償
還

終
了

年
度

ま
で

円
単

位
で
金

額
を
入

力
す

る
こ
と
。
（千

円
単

位
に

切
り
替

わ
り
ま
す

）

・
既

借
入

分
の

整
備

区
分

は
合

計
の

み
作

成
す

る
こ
と
。

東
京

東
京

該
当

す
る

欄
に

○
印

を
つ

け
る

こ
と
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９５．施設長就任予定者の履歴書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 履   歴   書 
 

                                 令和  年  月  日作成 

 

 フリガナ  実印  写真を必ず貼ること 

上半身・脱帽・正面 

を向いた３ヵ月以内

に撮影されたもの 

 

 氏  名  
 

 生年月日       年   月   日  （満  歳） 

 住  所 
 〒 

 

                           （     ） 

  ※印鑑登録証明書どおりに記載すること。 

 

 《学  歴》 

 

学  校  名 学部学科名 期     間 資   格  

    年 月 日～  年 月 日    卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

      卒   年退 

 

 《職  歴》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

    

 

 《現  職》 

 

勤   務   先 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日 ～ 現  在   

    

    

    

  現在従事している職について、職歴とは別に全て記入すること。 
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 《他法人役員経歴》 

 

法人名 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 他法人役員経歴については、職歴とは別記すること。 

 

 

 《その他兼務職歴》 （例；民生委員・任意団体等の役員歴） 

職   歴 在職期間 職務内容 役  職  

   年 月 日～  年 月 日   

    

    

    

 

 

 《資格・免許》 

 

名   称（種 別） 登録年月日及び登録番号 取扱機関  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

    年  月  日  №  

 

 

 《他の理事予定者との関係》 

 

氏    名 関 係  

  

  

  

 

 

     ※ 歴については、欄の上から古い順に記載すること。 

     ※ 役員（理事・監事）の各種要件に該当する職歴等は、必ず記入すること。 
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９７．理事会役員一覧表 

 

法人名：　 社会福祉法人　東都会

① ② ③ ④ ⑤

トウキョウ　タロウ 昭和XX年XX月XX日生

東京　太郎 （満XX歳）

フクシ　イチロウ 昭和XX年XX月XX日生

福祉　一郎 （満XX歳）

トウキョウ　ジロウ 昭和XX年XX月XX日生

東京　次郎 （満XX歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

ＸＸＸ　ＸＸＸ 昭和XX年XX月XX日生

××　×× （満XX歳）

ＸＸＸ　ＸＸＸ 昭和XX年XX月XX日生

××　×× （満XX歳）

※1

※2

○

親
族
等
特
殊
関
係
の
有
無

○

理　事　会　役　員　一　覧　表

　
役
職
名

フリガナ
役員氏名

生年月日
年齢

職　業 摘　要※2
法令に定める要件の充足状況

役員選任区分※1

（該当部に○印）

理事 監事

親族関係や特殊関係にある場合又は職歴等に建設業者等との関連がある場合には、その状況を摘要欄に記入すること。

監
事

無
大都病院（新宿区）医師
ア　都内の福祉の実情に通じている者
（〇〇の経歴を有しているため）

無
××会計事務所
公認会計士

○

無 ××大学福祉学部教授

特別養護老人ホーム
東都の郷施設長
理事長東京太郎の弟

○

理事東京次郎の兄
理
事
長

○

理
　
　
事

(福)東都会理事長

特別養護老人ホーム○
○施設長

有

有

大都病院医師

①社会福祉事業の経営に関する識見を有する者②行なう事業の区域における福祉の実情に通じている者③当該施設の管理者
④社会福祉事業について識見を有する者⑤財務管理について識見を有する者

××会計事務所
公認会計士

××大学教授

以
下
、
略

①役員選任区分の該当要件
②親族等特殊関係の状況
③建設業者等との関連状況
を記入すること。

都内で特養運営実績のない法人の場合
は、ア 都内の福祉の実情に通じている
者、イ 都内の新しい施設の経営に携わ
る者 が誰であるか、またその理由がわ
かるようにするここと。

地域の福祉関係者については、社
会福祉法人所在地と同一区市町村
で、かつ現職であることが必要。

特殊関係
は両方に
書く。

■理事選任区分：①から③まで各１名以上が必要です

①社会福祉事業の経営に関する識見を有する者

②行なう事業の区域における福祉の実情に通じている者

③当該施設の管理者

■監事選任区分：①、②で各１名以上が必要です

④社会福祉事業について識見を有する者
⑤財務管理について識見を有する者

 

 



82 

９８．評議員一覧表 

運営事業者名：　

評議員選任区分
（該当部に○印）

法人の適正な運営
に必要な識見を有

する者

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

昭和　年　月　日生

（満　　歳）

※

　

6

7

8

2

3

4

10

13

9

11

12

5

　親族関係や特殊関係にある場合又は職歴等に建設業者等との関連がある場合には、その状況を摘要欄に記入する
こと。

評　議　員　一　覧　表

1

No.
フリガナ
評議員氏名

生年月日
年齢

法令等に定める要件の充足状況
摘　要職業等

親
族
等
特
殊
関
係
の
有
無

①親族等特殊関係の
状況
②建設業者等との関
連状況

理事会役員一覧表と同様に記入のこと
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１０３．既存施設一覧表 

 

 
既

存
施

設
一

覧
表

運
営

事
業

者
：
　
社

会
福

祉
法

人
○

○
会

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
及

び
併

設
施

設

従
来

型
ユ

ニ
ッ
ト
型

1
東

京
都

世
田

谷
区

△
△

ホ
ー

ム
8
0

6
0

2
0

－
○

年
○

月
2
3

2
東

京
都

練
馬

区
練

馬
○

○
苑

1
1
0

0
1
1
0

1
0

○
年

○
月

2
5

3 4 5 上
記

以
外

の
施

設

1
東

京
都

世
田

谷
区

デ
イ
サ

ー
ビ
ス
□

□
5
0

○
年

○
月

2
4

2
東

京
都

練
馬

区
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

○
△

1
8

○
年

○
月

2
3

3
東

京
都

練
馬

区
シ
ョ
ー

ト
ス
テ
イ
※

※
3
0

○
年

○
月

2
4

4 5

開
設

時
期

所
在

地
施

　
　
　
設

　
　
　
名

特
養

定
員

（
名

）
N

o
.

併
設

シ
ョ
ー

ト
ス
テ
イ
定

員
（
名

）
併

設
施

設
概

要

居
宅

介
護

支
援

事
業

所

特
養

概
要

多
床

室
4
名

×
1
5
室

1
0
名

×
2
ユ

ニ
ッ
ト

N
o
.

所
在

地
施

　
　
　
設

　
　
　
名

定
員

（
名

）

第
三

者
評

価
直

近
受

審
年

度

第
三

者
評

価
直

近
受

審
年

度

ユ
ニ
ッ
ト
型

・
1
0
名

×
3
ユ

ニ
ッ
ト

オ
ー

ナ
ー

型
整

備

併
設

シ
ョ
ー

ト
ス
テ
イ
　
1
0
名

×
1
ユ

ニ
ッ
ト

デ
イ
サ

ー
ビ
ス
セ

ン
タ
ー

　
一

般
型

　
定

員
3
0
名

1
0
名

×
1
1
ユ

ニ
ッ
ト

開
設

時
期

施
設

概
要

一
般

型
　
5
0
名

定
員

9
名

×
2
ユ

ニ
ッ
ト

原
則

と
し
て
全

施
設

記
載

す
る
こ
と
。

件
数

が
多

い
場

合
は

、
都

内
は

全
て
記

載
し
、
他

道
府

県
に

つ
い

て
は

、
各

県
又

は
地

方
ご
と
に

「
△

△
ホ

ー
ム

他
○

箇
所

」
と
記

載
。

ユ
ニ
ッ
ト
数

を
記

入
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１０４．贈与契約書（写） 

 

 

贈 与 契 約 書 

 

  ○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人×××会（以下「乙」という。）

は、次のとおり贈与契約を締結した。 

 

第１条 甲は、株式会社△△△（以下「丙」という。）が整備し、乙が運営予定の（仮

称）特別養護老人ホーム☆☆☆☆園整備計画について、金▼▼▼▼▼▼▼円を

乙に贈与することを約し、乙はこれを承諾した。 

 

第２条 甲は、前条による贈与を東京都老人福祉施設整備費補助金の内示後から開設

までに行うものとする。 

 

第３条 甲は、当該事業にかかる総経費が減額され又は補助金等が増額された場合で

あっても第１条にかかる贈与を履行しなければならない。 

 

第４条 丙が東京都老人福祉施設整備費補助金の内示を得られないときは、この契約

を無効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求するこ

とができない。 

 

第５条 甲及び乙は、平成 19年２月 15日社援基発第 0215002号「社会福祉施設等施

設整備費に係る契約の相手方等からの寄付金等の取扱いについて」を遵守する

こととする。 

 

第６条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議のうえ

決定するものとする。 

 

   上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ 

  各１通を所持する。 

 

  令和  年  月  日 

 

     甲  住所 

        氏名    ○○ ○○           実印 

 

     乙  住所 

        社会福祉法人×××会 理事長×× ××   実印 

作成例（既存法人） 

理事長個人からの寄附の場

合、職務代理者との契約とする

こと。 

 
原則 
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１０５．寄附理由書 

 

 

寄 附 理 由 書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

理由（具体的に） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名           実印 
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１０７．寄附者の預金残高証明書、１１２．運営事業者の預金残高証明書 

(1) 本計画への充当額を有する口座の原本を提出すること（コピー不可）。 

(2) 令和６年～令和７年（第３回は令和７年～令和８年。詳細は、P.89「残高証明書一覧

表」内 下段「提出資料」参照。）の指定日付で、同一口座のものを提出すること。 

(3) ２か年分の残高証明書と、それらの金額を口座別に一覧表にまとめたものを添付する

こと。 

(4) 「預金残高証明書一覧表(記載例)」において、「本計画への充当額」を記載した充当

元口座の数は可能な限り限定すること。「１１３．通帳(写)」に記載のとおり財源の確認

のため、指定期間の通帳の写しの提出及び原本確認が必要となり、相当の事務負担が生

じるため、充当元口座は慎重に検討すること。 

  （一覧表は、p.89「残高証明書一覧表」参照） 

 

１１３．通帳（写） 

(1) 本計画に使用する予定の資金が入金されている通帳について写しを提出すること。 

(2) 通帳の写しは令和６年～令和７年（第３回は令和７年～令和８年。詳細は、P.89「残

高証明書一覧表」内 下段「提出資料」参照。）の指定期間の取引が記帳されたページす

べて及び表紙等（金融機関名、口座名、口座番号が分かるもの）を提出すること。 

(3) 協議書のヒアリング時には指定期間の通帳の原本確認を行うので、本計画への充当額

を有する口座の当該期間の通帳原本をすべて持参すること。 

(4) 建設のための財源と確認された自己資金については、補助金交付後に実施する収入と

施工会社等への支払の確認のため、補助内示前の検討委員会までに新施設用の口座にま

とめ、当該預金口座からの入出金を履行時まで行わないこと。 
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１１２．運営事業者の預金残高証明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運
営

事
業

者
の

預
金

残
高

証
明

書
一

覧
表

運
営

事
業

所

令
和

7
年

1
0
月

3
1
日

令
和

6
年

1
0
月

3
1
日

普
通

1
1
1
1
1
1
1

2
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
8
0
,0

0
0
,0

0
0

定
期

2
1
1
1
1
1
1

5
0
,0

0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0
,0

0
0

○
普

通
3
1
2
2
2
2
2

4
0
,0

0
0
,0

0
0

2
5
0
,0

0
0
,0

0
0

2
5
0
,0

0
0
,0

0
0

定
期

3
3
3
3
3
3
3

0
5
,5

0
0
,0

0
0

5
,5

0
0
,0

0
0

普
通

9
8
7
6
5
4
3

9
0
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
2
0
,0

0
0
,0

0
0

定
期

9
0
0
0
0
8
8

0
0

0

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

1
,0

5
5
,5

0
0
,0

0
0

9
5
5
,5

0
0
,0

0
0

※
通

帳
は

検
討

委
員

会
前

の
ヒ
ア

リ
ン
グ

時
に

原
本

確
認

を
行

う
（
確

実
な

資
金

が
確

認
で

き
な

い
場

合
は

、
追

加
で

提
出

を
求

め
る
こ
と
も
あ

る
。
）
。

資
金

確
認

時
の

ポ
イ
ン
ト

・
資

金
は

通
常

の
事

業
運

営
に

よ
り
積

み
立

て
ら
れ

た
も
の

か
（
借

入
金

や
一

時
的

な
資

金
移

動
な
ど
で
な
い

か
。
）
。

･日
常

の
決

済
に

使
用

し
て
い

る
口

座
の

場
合

、
本

計
画

に
充

当
す

る
金

額
は

既
存

の
事

業
運

営
に

必
要

な
金

額
を
控

除
し
た

も
の

か
。

・
担

保
に

入
っ
て
い

る
定

期
預

金
等

は
自

己
資

金
と
し
て
は

認
め

ら
れ

な
い

。

・
安

定
的

に
賃

借
料

を
支

払
い

得
る
財

源
と
し
て
1
,0
0
0
万

円
以

上
に

相
当

す
る
資

産
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ
と
。

　
　
（
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

施
設

整
備

費
補

助
審

査
要

領
（
オ

ー
ナ

ー
型

）
よ
り
）

支
店

名
賃

借
料

財
源

△
△

信
用

金
庫

△
△

支
店

合
　
　
　
　
　
計

銀
行

名
口

座
種

別
口

座
番

号
本

計
画

へ
の

充
当

額

預
金

残
高

　
（
円

）

○
○

銀
行

○
○

支
店

×
×

支
店

第
3
回

提
出

分

提
出

資
料

第
1
回

提
出

分

第
2
回

提
出

分

令
和

6
年

、
令

和
7
年

の
各

7
月

3
1
日

付
け

残
高

証
明

書
原

本
(9
月

5
日

〆
切

）

令
和

6
年

7
月

3
1
日

～
令

和
7
年

7
月

3
1
日

ま
で
の

通
帳

の
写

し
（
期

間
中

全
ペ

ー
ジ
）
(8
月

1
日

〆
切

）

令
和

6
年

、
令

和
7
年

の
各

1
0
月

3
1
日

付
け

残
高

証
明

書
原

本
(1
2
月

1
2
日

〆
切

）

令
和

6
年

1
0
月

3
１
日

～
令

和
7
年

1
0
月

3
１
日

ま
で
の

通
帳

の
写

し
（
期

間
中

全
ペ

ー
ジ
）
(1
1
月

7
日

〆
切

）

令
和

7
年

、
令

和
8
年

の
各

1
月

3
1
日

付
け

残
高

証
明

書
原

本
(3
月

6
日

〆
切

）

令
和

7
年

1
月

3
１
日

～
令

和
8
年

1
月

3
１
日

ま
で
の

通
帳

の
写

し
（
期

間
中

全
ペ

ー
ジ
）
（
2
月

6
日

〆
切

）

記
載

例

協
議

書
提

出
期

限
前

月
末

日
時

点
で

「
8
7
初

期
総

投
資

額
一

覧
表

」
の

投
資

額
を
上

回
る

だ
け

の
残

高
証

明
書

を
添

付
す

る
こ
と
。

安
定

的
に

賃
借

料
を
支

払
い

得
る

財
源

と
し
て

見
込

ん
で

い
る

口
座

に
つ

い
て

は
○

を
つ

け
る

こ
と
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１１４．機構借入金算出内訳 

様式は独立行政法人福祉医療機構（以下、「機構」という。）の提出様式とすること。 

(1) 機構の指示する単価で計算すること。 

(2) 機構からの借入金は、借入上限額内であること。 

(3) 機構の確認を受けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構借入金額積算内訳〔金額単位：千円〕

【１．建築資金及び設備備品整備資金】

1 建築工事費

2 大型設備等工事費

3 特殊工事費

　うち解体撤去工事費

　うち仮設施設整備工事費

4 設計監理費

5 設備備品整備費

《機構基準事業費の算出内訳》

《借入申込金額の算定》

（１）控除する補助金・交付金の算出

（ ） （ ）× 1.5 ＝( ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（２）機構借入金の算出（下段はうち無利子分の算出）

（ － ） × ％ ＝ ≧

（ － ） × ％ ＝ ≧

(注)無利子分の算出における基準事業費：控除する補助金等のうち無利子分対象額に３分の４を乗じた額

【２．土地取得資金】 融資対象事業に係る建物の延べ床面積： ㎡

千円 千円 千円

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

円/㎡ 円/㎡ 円/㎡

（ － ） × ％ ＝ ≧

【３．経営資金】

× ％ ＝ ≧

所　要　資　金　額 融 資 率 借入金の上限 経営資金借入申込金額

機構基準事業費 設置・整備資金
借入申込金額
(Ⅰ)+(Ⅱ)

実際事業費

合　計
（A) （B)

区　　　　　　　　分

本  体
大型設備等金額 解体金額 仮設金額

定員数・施設数 単価 金額
施設種類

国庫補助金（自治体義務的負担分含）

次世代交付金、安心こども基金（〃）

保育所等整備交付金（〃）

都道府県・指定都市・中核市補助金　①

地域介護・福祉空間交付金及び地
域医療介護総合確保基金

交付決定額
②

控除対象交付金額の上限

③

②の対象事業に対する自治

体からの交付決定額
④

合　計

今次計画に対して受ける補

助金及び交付金総額
自治体の単独（上積）補助金⑤ 民間補助金⑥

基準事業費
（（A)と(B)のいずれか低い額）

控除する補助金額 融 資 率 借入金の上限 借入申込金額(Ⅰ)

区     分 実際事業費 融資限度面積 基準事業費 参考(全体分)

(a） (b) (c) {(a)－(b)}×(c)

取得費

(d） (e) (f) {(d)－(e)}×(f)

基準事業費
控除する補助金額

（土地分)
融 資 率 借入金の上限 借入申込金額(Ⅱ)

単  価

面  積

(g） (h) (i) {(g)－(h)}×(i)
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１１５．利子補給費対象額算定表 

様式は東京都福祉保健財団（以下、「財団」という。）の提出様式とすること。 

(1) 財団で行う利子補給の対象は、機構からの借入金の利子の一部である。 

(2) 財団の確認を受けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利子補給費対象額算定表

( )

人 人

（ ）

1 2 3

Ａ 千円 Ｃ 千円 Ｅ 千円

（ ）

（ ）

（ ）

D

Ｂ ＝ 円

1 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

（ ・ ） 円 × × ＝ 円

2 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

3 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

4 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

5 （ ・ ） 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

※ ＡとＢを比較し、金額の低い方をＣとする。 Ｃ ＝ 千円

D －
（ 千円 － 千円 ） × 80 ／ ＝ 千円

： ＝

千円 円

年度 ～ 年度 までの 年間

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

デイサービスセンター

地域交流スペース

建 物

土 地 土 地

内 訳

機構借入額 利子補給対象額

利 子 補 給 期 間

建 物

民 老 民 老

100

利子補給費対象額 利子補給額

土 地 土地取得分機構借入額と利子補給費対象上限額（50,000千円）を比べて低い方の額 千円

利子補給費対象
借入限度額

（１０万円未満切捨）

必要と認める経費の合計 Ｅ

建 物

人

C の 算 定

人

人

人

人

人

施設

施設

人

人

人

人

ショートステイ

老人短期入所施設

人

必要と認める経費の算定

特別養護老人ホーム 人

利子補給対象額

合 計

                  種　　　　　　　　　　別 単　　　　　価 人数 促進係数

合 計

※ 必要と認める経費の説明

　・本体、冷暖房、浄化槽、エレベーター、スプリンクラー

　  工事費の合計額(Ｃ)は必要と認める経費の算定の

　  合計額(Ｂ)と各実事業費の合計額(Ａ)とのいずれか

　  低い方の額とする。

　・上記以外の経費については、原則実事業費とする。

　・土地取得費については、50,000千円を限度とする。

土 地 取 得 費

当 初 運 転 資 金 等

上限 50,000 千円

機構融資対象外工事費

備 品 費

銀 行 借 入 ( 土 地 ）

設 計 監 理 費 福祉医療機構借入金

仮 設 施 設 銀 行 借 入 （ 運 転 ）

解 体 撤 去 都 補 助 金 （ 土 地 ）

定 期 借 地 権 補 助 金
（ ス プ リ ン ク ラ ー ）

大 型 設 備 等 工 事 費 自 己 資 金

（ 冷 暖 房 ）
区 単 独 補 助

（ 浄 化 槽 ）

本 体 工 事 費 計

（ 乗 用 エ レ ベ ータ ー ）

整 備 計 画 資 金 計 画

利 率

利 子 額

申込時

区 分 実　事　業　費 必要と認める経費 民 間 補 助 金

構造 　１ 耐　火　　２ 準耐火　 ３ その他 建築延床面積 ㎡

土地取得 都 補 助 金

※当該算定表は当財団が作成したものであり、利子補給額については計画段階での積算であって必ずしも助成を保証
するものではありません。

社会福祉法人

対象 施設
施 設 名 種 類

区分 施設整備 設備整備

整 備 後

福 祉 医 療 機 構
借 入 計 画

借 入 額 千円

利 用 定 員

千円 償 還 方 法 月賦
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１１６．協調融資先からの融資（見込）証明書（写） 

 機構との協調融資を利用する場合、融資証明書には必ず、①当該融資が福祉医療機構と

の協調融資であること、②融資金額、③償還期間、④借入利率等を明記した融資（見込）

証明書の写しを提出すること。ただし、借入利率が記載できない場合、都が定める借入

利率（５年目まで２.５％、６年目以降３．５％）で償還計画を作成すること。 

 

１１７．指導検査結果通知書及び改善報告書 

（1）既存法人（他道府県法人含む）は、都内で運営する特別養護老人ホーム及び法人本

部に対する過去３か年分の指導検査結果通知書及び改善報告書を提出すること。過

去３か年で指導検査が行われなかった施設及び法人本部については、直近のものを

提出すること。 

 （2）都内で初めて特別養護老人ホームを開設する既存他道府県法人については、運営す

る特別養護老人ホームに対する過去３か年分の指導検査結果通知書及び改善報告書

を提出すること。 

 （3）さらに、協議年度中に指導検査を受けた場合は、書類が整い次第、随時提出するこ

と。 

 

 


